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研究論文 

集会施設の建設費助成制度の活用と建築計画           
 
 A Study on Architectural Planning and the Use of Subsidies for Assembly Hall Construction 

佐倉浩之 1 田上健一 2 
SAKURA Hiroyuki TANOUE Kenichi 

 
 
 
Abstract 
Regional facilities that undergo daily use by local residents 
include community centers and assembly halls. While com-
munity centers are public facilities maintained by local gov-
ernments for the purposes of providing a gathering place for 
regional residents within an elementary school district, as-
sembly halls are unofficial facilities maintained by the joint 
investment of the members of an autonomous organization for 
the purposes of providing a gathering place for residents on 
smaller scales such as that of a neighborhood association. 
Many assembly halls were constructed during the period of 
rapid economic growth and have deteriorated to the point 
where they will soon need to be rebuilt. Various local gov-
ernments across the country have instituted policies to support 
community interaction by subsidizing activities such as the 
repair and rebuilding of assembly halls. This paper will first 
contrast the policies of different local governments by exam-
ining the actual usage of their subsidies across the country, 
and reveal the ways in which the different subsidies have 
resulted in usage disparities. Furthermore, we will compare 
the architectural type of an assembly hall in Fukuoka City that 
provides a unique character to the scenery of the residential 
neighborhood with other assembly halls that have been cov-
ered by prominent architectural journals in order to reveal the 
differences in spatial structure. Ultimately, our aim is to ex-
amine the possibilities for a next-generation assembly hall 
based upon the coordinated efforts of both local governments 
and autonomous organizations. 
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１．序章 

全国の地方自治体の多くは、自治組織が運営する集会

施設の建替えや、修繕といった維持管理を支援するため

に建設費助成制度（以後助成金とする）を整備している。

筆者らはこれまでに 1．2.福岡市のケースについて、近年

の助成金の活用の実態と助成金を活用して新築した集会

施設建設の事業の実態と公的助成のありかたの一端を明

らかにした（以後 1．を前編とする）。しかし、政令指定

都市は独自に政策の立案や施行が可能であるため、助成

金は各々の自治体の制度の違いにより、その活用の程度

に差が生じると考えられる。福岡市の助成金の制度とそ

の活用の動向を全国の他の政令指定都市のケースと比較

することで、助成金の活用の全国的な動向と、助成金の

制度が助成金の活用に与える影響を示すことができる。 

一方、近年助成金を活用して建替えた福岡市の集会施

設の多くが初めて建設されたのは、高度成長期の住宅需

要の拡大に伴う宅地開発と同時期である為か、その立地

は児童公園と隣接するなど視認性が高いケースが多いよ

うに感じられる。自治組織は集会施設の建替えに際して

現在直面している運営上の課題にどのように向き合い、

地域コミュニティの拠点としての存在感を街区の景観の

なかでどのように演出したのであろうか。 

 

1-1. 本研究の位置づけと目的 

前編 1．では福岡市の助成金の活用実績を調査し、助成

金を活用した集会施設において、その建設費や、新築・

改築・修繕といった建設種別数は、市が設定した建設種

別毎の最大交付額に影響を受けていることを明らかにす

る一方で、助成金の活用が一部の小学校区に偏っている
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ことから助成金の活用が口コミで広がる傾向があること

を明らかにした。また、助成金を活用して新築した事例

の聞き取りをとおして、専用の集会施設か賃貸併用型の

集会施設かといった「運営」、主要室と併用室の数と大き

さの関係から捉えた施設内部の「建築計画」、建設の積立

や寄付等の自己資金、融資、助成金の割合といった「資

金計画」の視点から集会施設建設の事業のありかたを示

し、それら事業において公的助成が一定の役割を果たし

ていることを明らかにした。 

つまり、前編 1．は助成金の制度が事業に与える影響に

着目した論文である。 

それに対し、本研究（以後本編とする）は 2 章で助成

金の活用実績について、福岡市と人口規模が類似した他

の政令指定都市の事例との比較をとおして、制度の違い

や、制度の違いが新築や改築、修繕等といった建築種別

の活用数に影響を与えているかを明らかにする。 

3 章では事業をとおして福岡市の自治組織構成員の要

請を充足させた計画であったかについて、福岡市が市内

の自治組織に対して実施した「福岡市平成 26 年度自治協

議会・自治会等アンケート 3．」から集会施設の運営実態

と公的助成への要望を抽出し、助成金を活用して新築し

た集会施設の建築においては、自治組織構成員の要望が

反映されたかを分析することで、助成金の制度の効果を

検証する。 

4章では、公的施設である集会施設の建築的ヴォリュー

ムが街区の景観に与える影響を示す。近年助成金を活用

した福岡市の事例はその建築計画に関して地域特有の施

設整備基準は存在せず、全国の標準的な集会施設と考え

られることを前提として集会施設のビルディングタイプ 1）

を抽出する。次に、そのなかでも助成金を活用して新築

した集会施設の建築的ヴォリュームは立地のタイプ毎に

どのような特徴があるかを明らかにする。  

つまり、本編は助成金の制度の地域間の違いや制度そ

のものが建築計画へ与える影響に着目した論文である。 

 

1-2. 既往研究  

本編のように集会施設の助成金の制度とその活用に着

目し、調査対象の地方自治体の事例を全国の他の地方自

治体の事例と比較した研究は既往研究ではみられない。    

また、集会施設の使用の実態や役割について論じた研

究 4．は存在するが、市が自治組織の要望を聞き取る為に

実施した「自治会・町内会アンケート」の結果と実際に

新築された集会施設への聞き取りを対比させることで自

治組織の要望の充足度を検証した研究はみられない。 

一方、ビルディングタイプに関する既往研究は公共施

設の建築構成 5．やそれらの屋外共用空間の類型。住居に

ついてはユニットの組合せで構成される集合住宅 6．や個

室と共用室の組合せで構成される個人住宅７．8．等におい

て建築構成やそれらの屋外空間の類型。といった視点で

みられるが、集会施設を対象とした研究はみられない。 

 

２．政令指定都市の比較にみる助成金の制度と活用 

全国の地方自治体は、その管轄内の自治組織が集会施

設の新築又は修繕等を実施するときの建設費を助成する

制度を設けている。本章では福岡市と人口規模が類似し

た政令指定都市の助成金の制度の実績を比較検討するこ

とで、助成金の制度と活用に関する全国的な傾向を俯瞰

する。国内西部を代表する政令指定都市の福岡市の人口 2)

は平成 26 年 10 月時点で約 152 万人と全国 6位である。

これと類似した人口の政令指定都市は神戸市が約 153 万

人で全国 5位、京都市が約 147 万人の全国 7位である。 

福岡市、京都市、神戸市はいずれも国内西部の地方都

市であり、政令指定都市の全国的傾向を俯瞰するという

意味においては偏りがみられる。 

また、京都市と神戸市は関東、中部、関西の 3大都市

圏に位置し「地方」という表現の妥当性には疑問が残る

為、国内東部を代表する地方都市である仙台市を調査対

象に追加した。仙台市の人口規模は同時期の調査では約

107 万人と福岡市とは差があるが、東北地方を代表する

都市であり、本研究の主対象である九州地方を代表する

福岡市と好対照である。 

 

2-1. 政令指定都市４市の比較  

福岡市、神戸市、京都市、仙台市の建設費助成制度の

比較と交付実績の一覧が表 1である。助成金の交付数と

交付額では仙台市が他の地方自治体を圧倒している。 

仙台市の助成金の交付数は、平成 24 年度は東日本大

震災の影響で助成金の公募が中断されたため 2件に留ま

るが、平成24年度の実績を合算しても6年間で143件と、

福岡市や神戸市の 3倍以上の数の自治組織に対して助成

金が交付されている。  

助成金の制度上の違いでは、新築は神戸市以外の自治

体の最大交付額が約 800 万円であるのに対し、神戸市は

交付額が工事費の2/3以下かつ最大1200万円とより高く

設定され、リノベーション 3)といわれる全面改築におい

ても新築と同額の交付額を設定している。 
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一方、増改築は仙台市、神戸市、京都市、福岡市の順

に助成金の最大交付額が高く、仙台市は増改築、修繕に

おいて新築同等の基準を設定しているのに対し、福岡市

は増改築で工事費の 1/2 以下かつ最大 200 万円、修繕等

で工事費の 1/2 以下かつ最大 100 万円と助成金の最大交

付額が低く設定されている。 

 

2-2．福岡市と比較した神戸市の助成金の特徴 

神戸市は福岡市よりも助成金の最大交付額が高く、特

に増改築や修繕の助成額は福岡市の約 3 倍である。その

ため、交付総数は 40 件で福岡市の 45 件と近似している

が、交付総額は福岡市の約 1.5 倍であり、１件あたりの

助成額が高い。 

図１は神戸市のケースについて助成金の実績を新築、

改築、修繕の別に自己資本率と事業規模を示し、前編 1.

で示した福岡市のケースと比較した。  

交付数の内訳は、新築は 8件（福岡市 16 件）と少なく、

修繕等の割合が高い。また、これら助成金と併用可能な

バリアフリー工事（福岡市は制度無し）は 15 件と全体の

約 4割を占める。一方、新築の床面積の平均値は修繕等

の床面積の平均の 1/2 以下であり、施設規模を重視すれ

ば修繕等を、施設規模を縮小しても建築の性能を重視す

れば新築を選択する傾向がみられる。また、改築では 800

万円以上の助成金の交付を受けている事例もあり、福岡

市と比較すれば優遇されていることから、新築と改築の

利点を併せ持つリノベーションも選択しやすいと考えら

れる。 

 

2-3. 福岡市と比較した京都市の助成金制度の特徴 

京都市の集会施設の助成金の最大交付額は、新築は福

岡市と同一の基準であるが、増改築では福岡市の約 2倍、

修繕では福岡市の約 4倍と修繕等で交付額が高い。 

一方、京都市の交付数は近年 6年間では 61 件（福岡市

45 件）で福岡市よりは年 3 件程度多く、その内訳は新築

9 件（＜福岡市 16 件）、修繕等 52 件（＞福岡市 29 件）

と福岡市と比較して修繕等の割合が著しく高い。 

また、京都市の助成金の交付額は年平均約 1,600 万円

（福岡市は年平均約 2,000 万円）と福岡市より低いが、

交付数では修繕等の助成金の利用が高く、助成金を福岡

市のケースより多数の自治組織に交付している。 

 

2-4. 福岡市と比較した仙台市の助成金制度の特徴 

仙台市の助成金の交付額は 5,758 万円（福岡市約 2,238 

表 1 4 市比較・助成金の実績と制度の違い 

 

※神戸市、京都市については福岡市同様に個別案件の資料提供。仙台市は統計資料のみ提供。 

※長田 A、B、Cは長田区の 3つの案件を示す。左軸は自費（単位円）、右軸は床面積（単位㎡） 

図１ 神戸市の事業・自己資本率と事業規模 
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万円）と福岡市の約 2倍。交付数は新築が 24 件（福岡市

8 件）と福岡市の約 3 倍。修繕等の交付数が 121 件（福

岡市 29 件）と福岡市の約 4 倍である。仙台市は集会施設

の支援に積極的な地方自治体といえる。 

仙台市の制度は最大交付額が新築では工事費の 2/3 以

下かつ 800 万円以下（福岡市は 1/2 以下かつ 800 万円以

下）、増改築、修繕では工事費の 2/3 以下かつ最大 800

万円（福岡市では工事費の 1/2 以下かつ 100 万円～200

万円）と手厚く、活発な活用に繋がっている。 

 

2-5．助成金の全国的傾向と福岡市の課題 

 助成金の制度は個々の地方自治体によって独自性が高

い。福岡市のケースは他の地方自治体のケースと比較す

れば交付数における新築の割合が高く、修繕等の助成金

の活用が消極的である。 

福岡市では毎年度夏頃に助成金の交付申請を行い当年

度内に交付決定されるが、その実施は翌年度であり、起

案提出から着工まで約 1 年の時間を要する。市の受付窓

口の職員によれば、増改築や急を要する修繕などでは助

成金の額が新築と比較して少額であることに加え、申請

書類の作成に新築同等の手間を要するため、助成金を活

用せず自己資金で実施するケースも多いと聞く。また、

福岡市ではリノベーションについても、改築とみなされ、

助成金の最大交付額が新築の 1/4 にとどまることも、新

築以外の助成金の活用が消極的な一因と考えられる。 

 

3.自治会・町内会アンケートと聞き取りにみる公的支援 

福岡市市民コミュニティ推進課は平成 26 年度に自治

組織に対してアンケート 3.を行い、市内の集会施設の運

営に関する調査を行った。このアンケートをとおして集

会施設の所有状況や利用といった運営の実態と、高齢社

会を目前に控えた備えや行政へ期待といった自治組織運

営の展望の一端をよみとることが可能である。 

 

3-1．本章の目的と分析方法 

本章ではまず、福岡市が実施した自治会・自治組織ア

ンケート 3．をもとに集会施設の運営、施設床面積や建て

替え計画の有無といった建築計画、行政が取り組む必要

があることといった項目から、現状の集会施設運営の実

態と自治組織の要望を把握する。次に助成金の交付を受

け、建て替えを行った自治組織の一部から聞き取りを行

い、助成金を活用し建設された集会施設において、自治

組織の要望がどのように実現され、また、どのような課

題が残されているかを検証する。 

聞き取りの方法は、福岡市各区役所の地域支援課の担

当者から平成 25 年度に助成金を活用して新築した集会

施設の建設当時の自治組織役員の紹介をうけ、平成 26

年 8月に 1件、平成 27 年 1月～2月に 4件の計 5件につ

いて、各々の集会施設の現地で約 1 時間の聞き取りと建

物調査を行った。   

聞き取りの内容は事業の起案時から竣工時までの経緯

と現在の運営や建築計画といった事業全般であり、アン

ケートの調査項目に関連し、当時聞き取りできなかった

一部の項目は後日電話対応とした。立会者は下和白集会

所(東区)は理事長 1 名。高見ヶ丘集会所(東区)は理事長

1 名。今津本町集会所(西区)は理事 1 名。榊田町平和町

町民館(博多区)は各町の理事長計 2 名。田隈団地集会所

（早良区）は理事長夫人 1 名であった。 

 

3-2-1．集会施設の主な利用 

集会施設の1ケ月あたりの利用回数は図2で示すよう

に平均 9.7 回である。また、建物の主な利用内容は図 3

で示すように「自治会・町内会の会合」が 96.1％と最も

多く、ほぼ全ての自治会・町内会がこの目的で利用して

いる。また「ふれあいサロン、老人クラブなど、高齢者

に関する活動」が 64.4％、「趣味のサークル活動」が

56.9％、「子育てサロン、子供会など子供に関する活動」

が 55.8％と続いている。つまり、集会施設は自治会・町

内会の会合を目的として設置される施設ではあるが、施

設の床面積にゆとりがあれば、高齢者の活動と並行して、

趣味の活動、子供会に関する活動が行われている。 

 

3-2-2．集会施設の床面積と建替え計画 

図 4によると福岡市の建物の床面積の平均は 125.2 ㎡

であり、新築戸建住宅の平均値 4)に近い規模である。ま

た、施設規模は 8㎡（4.5 帖）～1000 ㎡であり、物置小

屋といった小さい規模から公民館を凌ぐ大きさのものま

で多様である。区分別にみると 100 ㎡未満の集会施設が

31.5%と最も多い。行政区毎にみると中央区は建物の床面

積の平均が 88.8 ㎡と最も狭く、半数以上が床面積 100 ㎡

以下の小規模な建物である。市の中心部では集会施設の

十分な床面積の確保が難しい現状がわかる。 

また、図 5によると 5年以内に集会施設の建替え計画

があるケースは4.4%、5年以内ではないが計画があるケー

スは 7.6％とあわせて「計画がある」と回答した自治組

織は全体の１割程度である。一方、その具体的な計画で
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は図 4によると「増改築・修繕」が 40.4％、次いで「新

築」が 39.9％であり、中央区といった市の中心部以外で

一定の建替え需要が確認できる。 

 

3-2-3. 行政の取り組みへの期待 

行政が取り組む必要があることは図 6 で示すように

「活動費の助成」「地域活動に関する市民の啓発意識」「情

報の提供」「住民が地域活動に参加するきっかけづくり」

といった項目があげられる。「特に支援は必要ない」とい

った項目が 5％にすぎないことを考慮すれば、行政が有

する資金や情報発信力に期待を寄せている。 

このように自治組織は、建設資金というよりは市の自

治組織に対する運営協力への期待が大きい。 

超高齢化社会を目前に控えた対応としては、図 7で示

すように「行政の支援や介護サービスの充実が必要であ

る」「町内会単位で高齢者の見守り体制など構築していく

必要がある」といった項目への期待が特に高い。集会施

設を健康な地域高齢者が利用する通所介護事業所のよう

に捉え、高齢者の町内会構成員を見守る体制を強化して

ほしいといったメッセージと考えられる。 

 

3-3．アンケートにみる集会施設の現状  

集会施設は町内会・自治会の集会を目的として建設さ

れるが、集会以外の各種イベントやサークル活動につい

ても利用が望まれている。但し中央区など市の中心部で

は集会施設を設置する土地の取得が困難であり、広い室

内が確保できないなど、個々の地域事情に応じた対応が

必要である。また、集会施設の建替えや改築を計画して

いる自治組織は全体的には小数である。 

一方、図 7の超高齢化社会を目前に控えた自治体の対

応については介護サービス、医療サービスを期待する声

が多く、これまでにない運営方式が模索されている。今

後の集会施設は地域社会においてこれまで以上に重要な

役割を担う可能性を秘めている。 

 

3-4．聞き取りからみた要望の実現  

平成 25 年に建設費助成金の交付を受けて集会施設を

新築した 5事例の自治組織の役員への聞き取りを行い、

新築された集会施設においては自治会・町内会アンケー

トにみられる改善すべき要望が実現されているかを調査

した。集会施設の設立目的である「主な利用」、「その他

の利用」「行政への評価」、「助成金活用の利点」について

の実現状況を示したのが表 2である。現状の課題として 

※資料は福岡市平成 26 年度自治協議会・自治会等アンケート報告書（3.）の引用 

図 2 1 ヵ月あたりの利用回数  

※資料は福岡市平成 26 年度自治協議会・自治会等アンケート報告書（3.）.の引用 

図 3 主な利用状況 

※資料は福岡市平成 26 年度自治協議会・自治会等アンケート報告書（3.）の引用 

図 4 集会施設の延床面積 

※資料は福岡市平成 26 年度自治協議会・自治会等アンケート報告書（3.）の引用 

図 5 将来的な建築計画 
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挙げた項目を太線・下線として示した。 

聞き取りをした 5 事例は福岡市の自治組織が自治会・

町内会アンケートで要望したほとんどの項目を充足して

いるといえるが、一部の自治組織はサークル活動や子供

会活動が活発とはいえない状況にある。図 6の行政が取

組む必要があることで「人材の育成がすすんでいない」

と問題点を挙げた自治組織が多いが、現状の集会施設は

全体的に高齢者中心の集会施設といえる。次世代を担う

人材育成のためにも、子供会活動の活性化が課題である。 

 

４．福岡市の集会施設の建築的特徴 

町内会等の自治組織が維持管理を行い、地域住民の交

流の場である集会施設は地域環境の中で視認性が高いこ

とが望ましい。本章では集会施設の建物とその周辺環境

を一体的にとらえ、住宅地の景観といった視点から集会

施設のイメージを決定づける立体的なまとまりを見出す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料は福岡市平成 26 年度自治協議会・自治会等アンケート報告書（3.）の引用 

図 6 行政が取組む必要があること 

 

※資料は福岡市平成 26 年度自治協議会・自治会等アンケート報告書（3.）の引用 

図 7 超高齢化社会を目前に控えた自治体の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 聞き取りの一覧 
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4-1．本章の目的と調査方法 

本章ではまず、集会施設の屋根と壁面で構成されたヴ

ォリュームとして捉えられるのを外観、敷地の接道や周

辺環境といった建物の外部環境を立地と定義し、立地と 

外観をその形状の違いから各々タイプ分けし、それらの 

組み合わせを複合タイプとする。 

次に、集会施設の複数の事例をこの複合タイプに分類

したときにいくつかのまとまりがみられ、このまとまり

を集会施設のビルディングタイプと定義するが、本章は

調査対象を福岡市の事例に限定してはいるが、集会施設

のビルディングタイプを明らかにすることが目的である。  

集会施設は公共性という視点でみれば、個人住宅と公

共施設の中間的な存在であり、そのビルディングタイプ

は児童公園に隣接してたつ平屋の集会所といった典型的

な事例のように住宅地の街区で存在感を示している。 

平成 21 年度～平成 26 年度の 6年間に福岡市の建設費

助成金の交付を受け、運営状況が良好と考えらえる 45

事例について、その立地を接道の形状の違いと公的な周

辺環境、駐車場の有無といった視点で分類し、各々の事

例の外観を屋根形状や階数の違いをもとに分類したのが

表 3 である。立地は敷地の視認性を評価する為に、図 8

のように立地の接道は視認性が良い①角地、②三叉路の

基点。視認性が悪い③片側道路、④袋状敷地と分類する。 

また、図 9のように周辺の公的環境の有無について公

園の敷地内、又は公園と隣接或は公道を挟んで公園に近

接するケースをａ：公園といったようにｂ：神社、ｃ：

小学校、ｄ：高架下空地、ｅ:バス停と分類する。一方、

公的環境との関連がみられない敷地はｇ:なしとする。

建物の外観については屋根形状と階数で分類するが、

図 10は屋根形状の分類である。屋根形状は寄棟、切妻、

片流、箱型と分類し、切妻には入母屋も含む。 

 

4-2．立地と駐車場の関係 

接道の形状の違いについては表 4、表 5 で示すように

①角地が 24 件と半数以上、②三叉路の基点と併せて視認

性の良い立地が全体の約７割を占めることから、集会施

設は視認性の良い立地に存在することが一般的といえる。

また、集会施設の周辺に公的環境があるケースはａ：公

園が約 29％（13 件/45 件）で、ｂ：神社と併せて約 38％

（17 件/45 件）を占める。その他小学校、高架下空地、バ

ス停、消防団の拠点に近接するケースがみられる。 

一方、駐車場は接道の形状で視認性が悪い③片側道路 

 

図 8  立地の接道 

 

図 9 立地の周辺環境の例 

 

寄棟 7例、    切妻 31 例、    片流 5例、    箱型 2例 

図 10 外観の屋根形状 

表 3 調査リストと分析結果 

 
※網掛けは新築を示す。資料の一部は福岡市から資料提供（13．～14.） 
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や袋状敷地をあわせて約 75％（12 件/16 件）と割合が高

く、逆に接道の形状で視認性が良い立地は約 38%（11 件

/29 件）と駐車場を併設した割合が低い。 

視認性が悪い立地でも駐車場が設置された立地は、横

浜南集会所（③片側道路、g.なし：図 10 参照）のように

存在する。周辺環境が公園のケースでは一時的な路上駐

車が可能であるためか、駐車場を設置したケースが少な

いが、周辺環境が神社のケースでは全事例で駐車場が設

置されている。 

 

4-3．立地と外観の特徴 

立地と外観の関係をまとめたのが表 4．表 5 である。

建物の周辺環境から広場型と宅地型に大別できる。広場

型は公園や神社といった公共的で開かれた立地の傍らに

平屋で切妻屋根の建物が存在するケースが一般的で、角

地では 2階建てもみられる。宅地型は周辺に公的環境を

有するケース(c～f)と公的環境を有さないケース(g)に

分類できるが、公的環境がないケースでは角地で 2階建

が多数(6 例/9 例)みられる。宅地型の角地は狭小地であ

っても集会施設が計画されやすい立地といえる。 

外観については図 10 のように切妻が 31 例と大半を占

め、階数では平屋が 33 例と大半を占めることから、切妻

で平屋が集会施設の一般的な外観といえる。片流 5例と

箱型 2例は全て宅地型にみられる。片流は(e.③)のよう

に宅地の間口が狭く、切妻屋根にすることが困難なケー

ス、或いは(f.①)や(g.②)のように宅地内空地や公道に

対して屋根の高さを上げ、高い屋根の直下に広間を配置

することで、建物と建物前面の空地との一体感を強調し

たケースがみられる。 

また(g.③)で図示した例のように公道側に宅地内空地

を設け、外観は (f.①)や(g.②)と同様、箱型とした事例

がみられる。このように、宅地型では隣接する住宅と対

比させ建物の外観を決定する傾向がみられる。 

 

4-4 助成金を活用した新築の集会施設の建築計画 

表 5で新築が多数を占める部分を網掛けで示した。広

場型では公園に近接した角地の集会施設の建て替えが多 

く、平屋を 2 階建てとした計画が複数みられる。 

また、宅地型では全面道路と建物間に空地を確保し、

空地には複数停車可能な駐車場が整備されている。公道

からみて圧迫感を感じさせず、戸建て住宅とは差別化さ

れた構えを形成している。屋根形状も片流れや箱型とい

った特徴ある外観の建物が多くみられる。 

表 4 立地（駐車場含む）と外観 

 

表 5 立地と外観のまとめ 

 

※網明け部分は新築の集会施設が多くみられる範囲を示す。 
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5.まとめ 

5-1 助成金を活用した集会施設の利点  

自治組織内の集会さえ開催できればよいと割り切れば、

前編 1.の序章で紹介したような簡素なプレハブ小屋や、

使用済みバスを活用した福岡市内の集会施設の事例は、

自治組織構成員の費用負担が抑えられるという意味では

賢明な施設運営の一つのありかたを示している。 

また、運営費の負担を抑えるという意味では前編 1.で

明らかにしたように集会施設の主室広さは約 20 帖と住

宅のリビングルームに近い計画が多く、本編で紹介した

自治会・町内会アンケートで自治組織構成員に望まれる

高齢者と子供会の活動を両立させる上では複数の室があ

ることが有効であることから、今後は人口減少に伴い増

大が予想される戸建住宅の空き家の活用も有効である。 

このように集会施設のあり方は単一ではないが、助成

金を活用することで建設資金に余裕が生じ、地方自治体

からもアドバイスが受けられることから、前編と本編 3

章で明らかにしたように自治組織の理想に近い集会施設

を建設することが可能である。 

 

5-2 集会施設の建築デザイン 

本研究をとおして筆者が着目したのは「建築基準法、

条例、施設整備基準といった法や助成金のように建築計

画に影響を与える制度が建築デザインを誘導する」とい

う我が国の建築計画の現状に対して、集会施設の建築計

画においては法や制度のゆらぎを逆手にとり、新たな建

築デザインが生まれる余地があるかということである。  

法や制度のゆらぎとは、本編の 2章で明らかにしたよ

うに助成金の制度が地域間で異なり、その違いが建築計

画に影響を与えることや、集会施設は公的な施設である

にも関わらず設整備基準が定められた公共施設である公

民館とは異なり、明確な施設整備基準が存在しないこと

を意味する。 

また、新たな建築デザインとは建築の意匠面のみなら

ず、事業という大きな枠組みから捉えた建築計画のあり

かたのことである。 

現在の集会施設をとりまく法や制度は「ゆらぎ」を内

包しており、その意味で新たな建築デザインが生まれる 

余地が十分あると考えられる。 

例えば、前編で示したように、集会施設は公民館のよ

うな営利活動に対する明確な規定が存在しないため、運

営については「専用型」としての利用のみならず、「賃貸

併用型」といった複数の用途からなる複合施設としての 

 

図 11 集会施設のビルディングタイプ例 

 

施設づくりが可能である。 

また、集会施設の立地に多く見られる視認性が高い角

地の集会施設を建替えるときは、図 11の田隈団地集会所

の例について前編で示したように、立地が狭小地であっ

ても建蔽率の角地緩和や小屋裏収納の容積対象床面積の

緩和を活用しつつ、室を縦方向に積上げ、最大の容積と

複数の居室を確保することで施設の利便性を向上させる

計画が可能であり、高層化した建物の公道からの視認性

はより一層向上する。 

一方、本編 4 章で明らかにしたように集会施設の立地

が児童公園と一体的に整備された広場型であれば、外観

の如何に関わらず集会施設は街区の中で存在感を示すが、 

住宅に囲まれた街区の立地の建替えにおいては、建物と

公道の間に駐車場等の空地を確保する、或いは建物の屋

根形状を戸建住宅で多く見られる寄棟や切妻以外の形状

とすることで特徴ある外観を形成している。資金面の公
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的補助を背景として、使い勝手とシンボル性を両立させ

た集会施設の計画が可能である。 

 

5-3 自治組織と地方自治体の連係 

「制度のゆらぎ」を肯定的に捉えることで効果的な制

度の活用の仕方がみえてくる。本編 2章で福岡市では、

新築以外の助成金の額が、全面改築で新築同様の助成金

を交付する神戸市との比較にみるように、他の政令指定

都市ほどは優遇されていないことに言及したが、逆にい

えば新築については他の政令指定都市以上に実績が豊富

である。助成金を活用するときは新築を前提にし、地方

自治体から過去の類似した事業に関する有益な情報を得

ながら、新たな事業を推進する基盤が整っているといえる。 

助成金は地域住民の自治によるまちづくりを後方支援

する制度である。助成金を活用する自治組織は集会施設

を維持管理する上で最大の情報源である地方自治体と連

携し、質の高い集会施設を実現する責務があり、そのこ

とは税の効果的な利用に直結すると考えられる。 

 

注 

1) 用途、規模など、様々な方法で分類された建築群の構成や

形式が次第に特徴を持つようになり、類型化されたものをビ

ルディングタイプという。例えば学校であれば、学校の基盤

となる社会的制度とその建築的プログラムにより、誰もが瞬

時にそれが学校であると認識できるもの。本編ではこれにあ

わせて 4-1 でビルディングタイプを定義している。 

2)福岡市の人口は 2015 年 10 月 1 日の推計人口である（2014 年

度国土地理院の人口調査による）。 

3)リノベーションとは再利用が可能な部材以外を解体し、大規 

4) 総務省統計局「社会生活統計指標・都道府県の指標―2014：

都道府県データランキング」によると新築戸建の全国的な平

模な改築を行うこと。耐震補強や断熱工事などをとおして新

築同様の建築的性能を確保することが可能である。 

均面積は 122.6 ㎡である。 

 

参考文献 

1. 佐倉浩之・田上健一『建設費助成制度にみる集会施設の実態

と建替えの事業背景』九州大学大学院芸術工学研究院 紀

要,23-33,2017 vol23 

 

 

 

2. 佐倉浩之・田上健一『建設費助成制度からみた福岡市の集会

施設の建替え・修繕の事業背景』日本建築学会研究報告,九

州支部.3,計画系,89-92,2015.3 

3. 福岡市民局コミュニティ推進課『福岡市平成 26 年度自治協

議会・自治会等アンケート報告書』1-168 ,2015.3  

4. 森田幸雄・藤村龍至『使用の実態と立地からみた郊外におけ

る自治会集会所の役割に関する研究 : 埼玉県鶴ヶ島市を事

例として』2013,175-176 建築歴史意匠論:都市(3)学術講演

梗概集 2013-08-30 

5. 小川次郎・坂本一成『公共文化施設における建築の構成とビ

ルディングタイプ : ヴォリュームの複合から見た建築の構

成形式に関する研究』日本建築学会計画系論文集 (486), 

79-88, 1996-08-30  

6. 足立真・坂本一成『外部空間の接続と配列による集合住宅の

構成形式 : 現代日本の集合住宅における構成単位とその集

合形式に関する研究 その 4』日本建築学会計画系論文集 

(538), 101-108, 2000-12-30   

7. 小川次郎・小野田環・坂本一成『外形ヴォリュームと室の配

列による建築の構成 : 現代日本の住宅作品における内外の

関係による構成形式』日本建築学会計画系論文集 (537), 

117-123, 2000-11-30 

8. 今野千恵・宮城島崇人・塚本由晴『現代建築作品におけるパ

ブリックスペースとしてのロッジア的空間の性格』日本建築

学会計画系論文集 75(657), 2719-2727, 2010  

9. 福岡市の建設費助成制度:福岡市集会施設補助金交付要綱 

平成 16 年７月 15 日から 

10.神戸市の建設費助成制度:神戸市地域集会所新築等補助金交

付要綱 昭和 47 年 4 月 1 日からの随時改定（管轄：文化市

民局新築等補助金交付規則）および同課の資料提供 

11.京都市の建設費助成制度:京都市集会所新築等補助金交付規

則平成 21 年 12 月 22 日 条例第 32 帖（管轄：文化市民局地

域自治推進課）および同課の資料提供 

12.仙台市の建設費助成制度：地区集会所建設等の補助金交付制

度（まちづくり推進課地域振興係）および同課の資料提供 

13.公文書公開決定通知書 平成 26 年７月 24 日公調第 89-001

号 集会施設補助金過去 5年度の実績一覧 福岡市 

14.公文書一部公開決定通知書 平成 27 年 2 月 4 日公調第

224-001 号 集会施設補助金平成 26 年度の実績一覧と H21

以降に新築の補助を受けて設置した集会施設の運営規約の

写し 16 施設分 福岡市 

 

10 Vol.	25,	2016 Geijutsu	Kogaku:	the	Journal	of	Design


